
◎新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争

力強化法等の一部を改正する法律 
（令和六年六月七日法律第四五号）   

一、 提案理由（令和六年四月一七日・衆議院経済産業委員会） 

○齋藤（健）国務大臣 新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争

力強化法等の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及び要旨を御説明申し

上げます。 

 我が国経済は、国際的な経済秩序の変化やコロナからの再興といったマクロ環境の変

化に加え、気候変動やデジタル化といった新たな社会課題の解決に官民連携で取り組ん

できた効果もあり、過去最高水準の国内投資の見通し、三十年ぶりの高水準の賃上げの

実現など、潮目の変化が生じています。 

 こうした潮目の変化を持続させ、長年続いたデフレ構造から完全に脱却すべく、国民

や企業の将来への期待を高めることを通じて、民間企業が投資、イノベーションを主導

し、高い水準の賃上げが続いていくような、成長型の経済に移行することが求められて

います。 

 そのためには、戦略的国内投資の拡大と国内投資拡大につながるイノベーション及び

新陳代謝の促進といった取組の強化が必要です。こうした状況を踏まえ、本法律案を提

出した次第であります。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 まず、産業競争力強化法の一部改正です。 

 第一に、戦略的国内投資の拡大のための施策を講じます。 

 国際競争に対応して市場を獲得することなどが特に求められる商品を生産、販売する

事業者の計画を認定し、商品ごとの生産、販売量に応じた大規模、長期の税額控除など

の措置を講じます。また、政府が事業者の事業活動における知的財産権の活用状況等を

調査する規定を根拠に、国内で自ら研究開発した一定の知的財産権を用いていることを

確認できた場合には、当該知的財産権から生じるライセンス所得及び譲渡所得に対する

所得控除を行うこととします。 

 第二に、国内投資の拡大につながるイノベーション及び新陳代謝の促進のための施策

を講じます。 

 まず、常用従業員数が二千人以下であって中小企業者ではない会社等を中堅企業者と、

このうち成長発展を図るための事業活動を行っているものを特定中堅企業者と定義しま

す。そして、特定中堅企業者又は中小企業者が複数回のＭアンドＡを行う計画を認定し

た場合に、税制優遇等の措置を講じます。また、産業革新投資機構が有価証券等の処分

を行う期限を二〇五〇年三月末まで延長するとともに、スタートアップがストックオプ

ションを機動的に発行できる仕組みを整備します。加えて、共同研究開発を行う企業、

大学等について、標準化と知的財産権を活用した市場創出の計画を認定した場合に、独



立行政法人工業所有権情報・研修館と国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開

発機構による助言等を行えるように措置します。 

 次に、投資事業有限責任組合契約に関する法律の一部改正です。 

 投資事業有限責任組合の取得及び保有が可能な資産に暗号資産等を追加するとともに、

株式等の保有率を五〇％未満に制限される外国法人の範囲を見直します。 

 次に、独立行政法人工業所有権情報・研修館法及び国立研究開発法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構法の一部改正です。 

 独立行政法人工業所有権情報・研修館の業務に、中小企業者及び試験研究機関等に対

する工業所有権の保護及び利用に関する助言並びに工業所有権の保護及び利用に必要な

助成金の交付などを追加します。また、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構の業務に、革新的な鉱工業技術を活用して新たな事業の開拓を行う事業者に対

して、その研究開発の成果の企業化に必要な事業活動に係る補助金の交付などを追加し

ます。 

 以上が、本法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

二、 衆議院経済産業委員長報告（令和六年五月七日） 

○岡本三成君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、国際的な企業立地に係る競争の激化等の経済情勢の変化に適切に対応

し、新たな事業の創出及び産業への投資の促進を通じて我が国産業の持続的な発展を図

るため、事業再編を行う中堅企業者に対する支援の拡充、事業適応計画の認定制度の見

直し、株式会社産業革新投資機構の運用期限の延長等の措置を講ずるものであります。 

 本案は、去る四月五日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員会に

付託され、十七日に齋藤経済産業大臣から趣旨の説明を聴取いたしました。十九日に質

疑に入り、二十三日参考人から意見を聴取し、さらに、二十四日に質疑を行い、二十六

日質疑を終局いたしました。質疑終局後、討論、採決を行った結果、本案は賛成多数を

もって原案のとおり可決すべきものと議決いたしました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年四月二六日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について十分配慮すべきである。 

一 戦略分野国内生産促進税制については、革新的な技術開発や国際的な市場獲得競争

の状況を適切に勘案し、税額控除の期間や産業競争力基盤強化商品の品目等について

不断の見直しを行うとともに、この政策目的及び効果を中小企業を含めたサプライチ

ェーン全体にまで広く波及させるよう、必要な措置を講ずること。また、当該税制の

ほかにも、脱炭素製品について、市場価値の向上、国内における生産コストの低減そ



の他競争力確保に必要な措置を講ずること。 

二 イノベーション拠点税制については、国際ルールとの整合性や制度の運用状況等を

踏まえつつ、真にイノベーションに向けた投資を促進するものとなるよう、対象とな

る所得の範囲、算出方法等について、不断の見直しを行うこと。 

三 中堅企業支援及び事業再編支援を実施するに当たっては、支援対象となる中堅企業

者の経営力等を適切に評価するとともに、我が国全体の経済成長及び地域に根差した

中小企業・小規模事業者の重要性の観点から、事業者が有する優れた技術・技能を始

めとする経営資源や従業員の雇用が適切に確保されるよう、必要な予算措置も含め、

引き続き十分な支援措置を講ずること。また、これらの支援の対象とならない中小企

業者についても、地域における雇用の担い手として大きな役割を果たしていることを

踏まえ、今後の中小企業政策の実施に当たっては、切り捨てられることのないよう留

意すること。 

四 スタートアップ支援については、株式会社産業革新投資機構の支援実績に対する継

続的な検証及び情報開示に努めるとともに、同機構を始めとするスタートアップ支援

機関が持つそれぞれの機能を最大限に発揮しつつ、民間のベンチャーキャピタルや事

業会社等との連携を強化し、適切な支援環境の整備を進めること。 

五 企業と大学等の共同研究開発に関する、標準化と知的財産を活用した市場創出の計

画認定制度を実施するに当たっては、独立行政法人工業所有権情報・研修館及び国立

研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構が適切な助言等を行うことができ

るよう、体制強化に取り組むこと。 

六 産業競争力強化法や税制等に基づく事業者に対する各種支援措置については、煩雑

な手続を要するものもあることから、利用する事業者の利便性等に十分配慮して手続

の簡素化に努めるとともに、各々の事業者にとって真に実効性のある制度となるよ

う、不断の見直しを行うこと。 

七 事業適応計画、特別事業再編計画等の認定を行うに当たっては、下請事業者の価格

転嫁に配慮できる基準を設け、サプライチェーン全体として競争力強化が図られるよ

うにすること。 

三、 参議院経済産業委員長報告（令和六年五月三一日） 

○森本真治君 ただいま議題となりました新たな事業の創出及び産業への投資を促進す

るための産業競争力強化法等の一部を改正する法律案につきまして、経済産業委員会に

おける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、国際的な企業立地に係る競争の激化等の経済情勢の変化に適切に対応

し、新たな事業の創出及び産業への投資の促進を通じて我が国産業の持続的な発展を図

るため、事業再編を行う中堅企業者に対する支援の拡充、事業適応計画の認定制度の見

直し、株式会社産業革新投資機構の運用期限の延長等の措置を講ずるなど、四法律につ

いて改正を行おうとするものであります。 



 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、我が国経済の失われた

三十年に至った要因及び今後の産業政策の在り方、戦略分野国内生産促進税制の効果を

サプライチェーン全体に波及させる必要性、イノベーション拠点税制の意義及び対象範

囲の妥当性、中堅・中小企業のＭアンドＡにおける課題等について質疑が行われました

が、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して岩渕友委員より反対

する旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対して七項目から成る附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年五月三〇日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 戦略分野国内生産促進税制については、革新的な技術開発や国際的な市場獲得競争

の状況を適切に勘案し、税額控除の期間や産業競争力基盤強化商品の品目等について

不断の見直しを行うとともに、この政策目的及び効果を中小企業を含めたサプライチ

ェーン全体にまで広く波及させるよう、価格転嫁対策の強化を含め、必要な措置を講

ずること。また、当該税制のほかにも、脱炭素製品について、市場価値の向上、国内

における生産コストの低減その他競争力確保に必要な措置を講ずること。 

二 イノベーション拠点税制については、国際ルールとの整合性や制度の運用状況等を

踏まえつつ、真にイノベーションに向けた国内投資を促進するものとなるよう、対象

となる所得の範囲、算出方法等について、不断の見直しを行うこと。 

三 中堅企業支援及び事業再編支援を実施するに当たっては、支援対象となる中堅企業

者の経営力等を適切に評価するとともに、我が国全体の経済成長及び地域に根差した

中小企業・小規模事業者の重要性の観点から、事業再編対象の事業者が有する優れた

技術・技能を始めとする経営資源や従業員の雇用・賃金が適切に確保されるよう、必

要な措置を講ずること。また、中堅・中小企業の事業再編に関わる支援機関及び専門

業者の質の確保・向上に向けた取組を進めること。さらに、これらの支援の対象とな

らない中小企業者についても、地域における雇用やコミュニティ維持の担い手として

大きな役割を果たしていることを踏まえ、今後の中小企業政策の実施に当たっては、

切り捨てられることのないよう留意すること。 

四 スタートアップ支援については、株式会社産業革新投資機構の投資活動に対する継

続的な検証及び適時適切な情報開示に努めるとともに、同機構を始めとするスタート

アップ支援機関が持つそれぞれの機能を最大限に発揮しつつ、民間のベンチャーキャ

ピタルや事業会社等との連携を強化し、適切な支援環境の整備を進めること。 

五 企業と大学等の共同研究開発に関する、標準化と知的財産を活用した市場創出の計



画認定制度を実施するに当たっては、独立行政法人工業所有権情報・研修館及び国立

研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構が適切な助言等を行うことができ

るよう、体制強化に取り組むとともに、いわゆるオープン・アンド・クローズ戦略に

ついて更なる知見醸成に努めること。 

六 産業競争力強化法や税制等に基づく事業者に対する各種支援措置については、煩雑

な手続を要するものもあることから、利用する事業者の利便性等に十分配慮して手続

の簡素化に努めるとともに、その政策的な効果を毎年検証し、公表すること。そして、

必要に応じて見直しを行うこと。 

七 事業適応計画、特別事業再編計画等の認定を行うに当たっては、下請事業者の価格

転嫁に配慮できる基準を設けるなど、サプライチェーン全体として競争力強化が図ら

れるようにすること。 

  右決議する。 

 


